
No. 受付日 相談者 相手方（事業者等） 相談内容 対応内容

1 H31.4.15 精神障害者 行政機関

下記の点について合理的配慮をしてほしい。
●保育園入園係の方に対して、
・減免申請書を保育園の書類と同封して送ってほしい。
・障害に対する理解を深めて、期限に柔軟に対応してほしい。
●子ども家庭支援センターショートステイ申し込み方法につい
ては現状の電話で受け付け、申し込みはセンターで直接訪問し
なければならないのは制限があるので、利用しやすい方法、例
えばメール等で受け付け、必要があったら訪問してほしい。

　保育課、子育て支援課へ内容を伝え対応を検討しても
らった。保育の減免申請書の同封は難しいが、期限に関
しては個別の事情に合わせて柔軟に対応可能。子ども家
庭支援センターショートステイ申し込み方法について
も、個別に相談にのるとのこと。
本人へ報告し終了。

2 H31.4.17
身体障害者
（電動車椅子利用）

民間事業者
　病院で、１階待合室から2階の診察室に行く際に車イスを降
りて杖で歩くように看護師から言われた。看護師にペナルティ
を与えることはできないのか？

　病院に確認したところ、相談者が車イスの操作にまだ
不慣れで、病院内でぶつかったりされていたため、歩け
ないかというお願いだったこと。歩けないのであれば、
車椅子利用で構わないとのこと。改めて職員の方にも配
慮いただきたい旨依頼。相談者に病院には配慮してもら
うよう伝えたこと、個人にペナルティを与える法律では
ないことを説明した。

3 R1.7.21 身体障害者（視覚） 行政機関

　受験生チャレンジ支援貸付事業の署名・押印の欄の代筆につ
いて、第三者（ヘルパーや友人等で家族はダメ）に窓口までき
てもらい記載し実印も必要と言われた。代筆は頼めても実印ま
で求めることは難しい。このような状態だと視覚障害者や家族
がなかなか利用できない制度となっている。

　相談者は事例として記録してほしいとのことであった
ため、担当所管に対して障害者差別解消法について説明
して終結。（実際には、第三者の実印がなくても手続き
が可能）

4 R1.8.27 身体障害者（視覚） 民間事業者

　クレジットカード会社の明細の郵送（点字）継続手続きの際
に、以前から明細に添付されていた割引券等は郵送できないと
言われた。相談者がその理由を尋ねると、カード会社から「郵
送して見えるんですか？」と言われたので注意してほしい。ま
た郵送できない理由も詳しく教えてもらえないままなので理由
を教えてほしい。

　カード会社に連絡。以前まで無料でおこなっていた
サービスが10月より108円の有料になる旨を説明したが
理解してもらえなかったとのこと。「郵送して見えるん
ですか？」とは言っていないが、不快な思いをされたこ
とについてのお詫びと有料であれば郵送可能な旨を連絡
するとの回答。相談者に報告し終了。

令和元年度 障害者差別解消法受付台帳（８件）
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No. 受付日 相談者 相手方（事業者等） 相談内容 対応内容

5 R1.11.12 精神障害者 民間事業者

　相談者は統合失調症を患っており、精神症状の一つで、本人
の意思とは別に奇抜な服装をすることがある。整形外科にもの
スタッフに2～3か月前から陰口を言われ続けている。
　この対応による精神的苦痛で、午前中の受診後は一日外出が
できなくなる。陰口はやめてほしいのと、服装も病状の一つで
あるため、理解してもらいたい。

　病院院長に連絡。事実であるならば、たとえそれが本
人に向けられたものではないにしても誤解を招く行動で
あるため、院としての配慮不足であると認識した。ス
タッフ全員に対応について指導し、今後の様な思いを抱
かせないような対応を徹底するとのこと。相談者に病院
の対応を報告し終了。

6 R1.11.21 重症心身障害児の保護者
行政機関
民間事業者

　週４～５日通える施設を探しているが見つからず、放課後デ
イサービスと居宅訪問型児童発達支援を併用したいと相談した
ところ「居宅訪問型児童発達支援は、事業所に通所できない子
が利用することを想定しているもので、併用できる場合は、子
どもが事業所に通所できるようになるまでの移行期間だけであ
る。」と伝えられたとのこと。障害の重さでサービスが利用可
能範囲に差が出るのは、差別ではないのか。（障害の軽い子は
放デイが見つからなくても、学童に通うことで親は就労可能に
なるが、重度の子の場合は、学童は利用できず、親が就労でき
なくなってしまう。）

　相談者からは、厚生労働省は併用を認めているとのこ
とだったがその旨確認できず。東京都からは左記の説明
通りの通知が出ていると伝えた。サービス利用について
改めて説明・相談するよう担当所管と相談者双方に案内
し、対応終了。

7 R1.12.23 当事者（障害不明） 行政機関

　採用時に障害名や勤務において合理的配慮をしてほしい旨提
出しており、その上で採用されたが、会社には障害を理由とす
る通院の際の休暇制度がなく、今後も作る考えがないとのこ
と。これは差別解消法に反するのでは？会社に指導・勧告して
ほしい。

　障害者雇用促進法に該当する事例となるため、障害者
雇用促進法における当事者の相談窓口は住所地を管轄す
る墨田ハローワークを案内した。

8 R2.1.17 当事者（障害不明） 民間事業者

スポーツジム社員が顧客とＳＮＳ上でつながり、障害者や外国
人に対してヘイトを行っている。いじめをやめるように伝えた
ところ、自分に対しても頭がおかしいといった差別的な表現を
された。やめさせてほしい。

　相談者の情報は伏せたうえで、事業者へ連絡するも、
具体的にどのやりとりについて、どの従業員についてな
のか、わからないため対応しかねるとのこと。従業員の
対応については、障害の有無にかかわらず、きちんと対
応していくとの回答。
　本人へ事業者の回答連絡するも、納得できないとのこ
とだったが、具体的な内容の提示もなく、現状ではこれ
以上の対応は難しい旨伝えた。その後連絡なし。
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件数
金額
（円）

件数
金額
（円）

件数
金額
（円）

件数
金額
（円）

件数
金額
（円）

件数
金額
（円）

件数
金額
（円）

件数
金額
（円）

件数
金額
（円）

件数
金額
（円）

件数
金額
（円）

件数
金額
（円）

件数
金額
（円）

件数
金額
（円）

1 12960 9 295210 33 3828265 43 4136435 8 1026015 2 12431170 6 1335143 2 439500 18 15231828 61 19368263 54 15830448

6 25410 6 25410 0 0 6 25410 6 25410

0 0 1 238700 1 8649890 2 8888590 2 8888590 1 8649890

1 12960 15 320620 33 3828265 0 0 49 4161845 9 1264715 0 0 2 12431170 6 1335143 0 0 3 9089390 20 24120418 69 28282263 61 24505748

各分野において、可能な限り調達実績の向上に努
めたことにより、調達金額が前年度実績を上回った

うち
随意
契約

③
清掃・

施設管理

④
情報処理

テープ起こし

④
その他の

物品
物品計

①
印刷

②
クリーニング

共同受注窓口

③

令和元年度　江東区における障害者就労施設等からの物品等の調達実績

物品 役務

①
事務用品

書籍

②
食料品・飲料

③
小物雑貨

⑤
飲食店等
の運営

⑥
その他の役務

役務計
合計

（物品＋役務）

― ○

令和元年度の目標内容 目標達成状況

①　物品及び役務の種別毎の調達件数及び調達金額がともに前年度実績を上回る
②　調達件数及び調達金額それぞれの合計がともに前年度実績を上回る

③　調達件数又は調達金額のどちらかの合計が前年度実績を上回る
④　その他

④その他の内容
○達成

△一部達成
×未達成

具体的に目標に対してどのような実績だったことか
ら達成（又は一部達成）としたのか記載

※△（一部達成）、未達成（×）の場合のみ記入

特例子会社
重度多数雇用事業所

在宅就業障害者
在宅就業支援団体

計

調

達

先

就労継続支援Ａ型
就労継続支援Ｂ型

就労移行支援
生活介護

障害者支援施設
地域活動支援センター

小規模作業所
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令和２年度江東区による障害者就労施設等からの 
物品等の調達方針 

 
１ 目的 

本方針は、国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関

する法律（平成 24 年法律第 50 号。以下「障害者優先調達推進法」という。）

第 9 条の規定に基づき、障害者就労施設等で就労する障害者の自立の促進に

資するため、江東区（以下「区」という。）が令和２年度に行う物品及び役務

（以下「物品等」という。）の調達に際し、障害者就労施設等からの調達の推

進を図ることを目的とする。 
 
２ 用語の定義 

本方針において使用する用語は、障害者優先調達推進法で使用する用語の

例による。 
 
３ 調達方針 
（１）調達する物品等 

区が契約によって調達する物品等のうち、事務用品、印刷、清掃その他障

害者就労施設等が受注することが可能なもの。 
（２）対象となる施設等 

本方針の対象となる施設等は、障害者優先調達推進法第 2 条第 2 項から第

4 項までに規定する次の障害者就労施設等とする。 
ア 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成

17 年法律第 123 号）に基づく事業所・施設 
（ア）障害者支援施設 
（イ）地域活動支援センター 
（ウ）障害福祉サービス事業を行う施設（生活介護、就労移行支援又は就

労継続支援を行う事業に限る。）  
（エ）障害者の地域における作業活動の場として、障害者基本法（昭和

45 年法律第 84 号）第 18 条第 3 項の規定により必要な費用の助成を

受けている施設（小規模作業所） 
イ 障害者を多数雇用している企業 
（ア）国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する

法律施行令（平成25年政令第22号。以下「障害者優先調達推進法施行令」

という。）第1条第1号に規定する事業所（特例子会社） ※1 
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※1 障害者雇用を目的として設立された子会社のことで、子会社

で雇用された障害者は、親会社の雇用率に算定できる。 
（イ）障害者優先調達推進法施行令第1条第2号に規定する事業所（重度

障害者多数雇用事業所） ※2 
※2 次に掲げる要件の全てを満たす事業所 

1）障害者の雇用者数が 5 人以上 
2）障害者の割合が従業員の 20％ 
3）雇用障害者に占める重度身体障害者、知的障害者及び精

神障害者の割合が 30％以上 
ウ 在宅就業障害者等 
（ア）在宅就業障害者（自宅等において物品の製造、役務の提供の業務を

自ら行う障害者） 
（イ）在宅就業支援団体（在宅就業障害者に対する援助の業務等を行う団

体） 
 
４ 物品等の調達目標 

区は、予算の適正な使用、契約における経済性、公正性及び競争性に留意

しつつ、本方針の目的に沿うために、障害者就労施設等からの物品等の調達

の推進に努める。 
 
５ 物品等の調達の推進方法 

障害者就労施設等からの物品等の調達を推進するため、次の取組を行う。 
（１）調達の推進に必要な情報の提供 

障害者就労施設等が提供する物品等の内容など、その調達の推進のために

必要な情報提供を、庁内各課に対して行う。 
（２）障害者就労施設等の供給能力の向上 

障害者就労施設等がその供給する物品等について、質の向上及び供給の円

滑化のために行う取組の支援に努める。 
（３）障害者就労施設等の受注機会増大のための措置 

物品等の調達に当たっては、適正な価格、機能及び品質を確保しつつ、次

の観点についても配慮することとする。 
ア 物品等の調達が新たに生じた場合には、障害者就労施設等からの調達の

可能性について検討するように努める。 
イ 物品等の調達について、障害者就労施設等からの調達が可能となるよう、

可能な限り分離分割発注を行うなど発注方法を考慮するように努める。 
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ウ 物品等の調達について、障害者就労施設等からの調達が可能となるよう、

履行期間及び発注量を考慮するように努める。 
エ 物品等の調達に際しては、障害者就労施設等からの調達が可能となるよ

う、性能、規格等必要な事項について、障害者就労施設等に対し十分な説

明に努める。 
（４）随意契約による調達 

障害者就労施設等からの物品等の調達に際しては、地方自治法施行令（昭

和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 2 第 1 項第 3 号の規定による随意契約を、

各課で積極的に活用すること。 
（５）契約への取組 

物品等の調達に際しては、各課の契約において積極的に取り組むこと。

  
 
６ 調達実績の公表 

区は、調達実績について、年度終了後に、その概要をとりまとめ、公表す

るものとする。 
 
７ その他 

区は、障害者就労施設等が供給する物品等の調達の推進に資するように、

必要に応じて、本方針の見直しを行うものとする。 



 

 

 

障害者実態調査の結果について  
 
 

１ 目 的 

第６期江東区障害福祉計画（令和３～５年度）及び第２期江東区障害児福祉計画

（令和３～５年度）策定の基礎資料とするとともに、今後の施策のあり方を検討す

るため。 

 

２ 構 成  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 実施時期    

令和元年１０月１１日～１１月１９日 
 

４ 内 容  

障害の状況及び地域生活での課題（日中活動、社会参加・コミュニケーション、

福祉サービスの利用、災害時の支援、障害者スポーツなど） 
 

５ 結 果 

（１）障害者（児）本人【Ｐ.９～】 

主たる介護者の約５割が「６０歳以上」で、介護に関する悩みや不安では、「ス 

トレスや緊張感など、精神的負担が大きい」、「介護用品や医療費など経済的な負担

が大きい」との回答が多くみられた。 

（２）サービス提供事業所【Ｐ.２１５～】 

   サービスを提供する上での主な課題として、「人員が足りない（国の基準では人

員が足りない）」、「量的に利用者の希望どおり提供できていない／困難事例への

対応が難しい」との回答が多くみられた。 

（３）障害者団体【Ｐ.２５５～】 

   ヘルパーの技術向上や介護保険への移行時の問題など福祉サービスの向上を望む

意見やグループホームの増や施設への入所など住まいに関する意見が多く見られた。 

種 別 配付数 回収数 回収率 

① 

本 

人 

身体障害 1,181 589 49.9% 

知的障害 1,097 512 46.7% 

精神障害 1,036 419 40.4% 

発達障害 776 379 48.8% 

難病 695 337 48.5% 

重症心身障害 100 52 52.0% 

高次脳機能障害 56 17 30.4% 

②サービス提供事業所 192 121 63.0% 

③障害者団体 34 27 79.4% 

合 計 5,167 2,453 47.5% 
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障害福祉計画・障害児福祉計画の構成（案） 
 
第 1 章 計画策定にあたっての基本的考え方 
 

１ 策定の趣旨 
 
２ 計画の位置づけと性格 
 
３ 計画の期間 
 
４ 実効性のある取り組みの推進 
 
５ 計画の対象  
 

 
第 2 章 障害者の現状 
 

１ 本区の障害者数の現状 
 
２ 障害者施策の現状 
 

 
第 3 章 目標値とサービス見込み【第 6 期江東区障害福祉計画】 
 

１ 令和 5 年度の目標値の設定と目標達成に向けた施策の推進 
 
２ サービス必要量の見込みと確保のための方策 
 
３ 地域生活支援事業に関する事項 
 
 

第 4 章 目標値とサービス見込み【第 2 期江東区障害児福祉計画】 
 

１ 令和 5 年度の目標値の設定と目標達成に向けた施策の推進 
 
２ サービス必要量の見込みと確保のための方策 
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障害福祉計画・障害児福祉計画策定にあたっての視点（案） 
章立て 見出し 考え方・方向性 

第 1 章 
 
計画策定の 
基本的考え方 
 

 
１ 策定の趣旨 
２ 計画策定の位置づけと計  

  画 
３ 計画の期間 
４ 実効性のある取り組みの

推進 
５ 計画の対象 
 

○ 江東区が従来進めてきた施策の 

方向性を踏まえつつ、国の改革の動向

も的確にフォローしていく。 

 

 

 

第 2 章 
 
障害者の現状 

 
１ 障害者数の推移 
２ 障害者施策の現状 

○ 近年の障害者数の状況や社会資源

の状況を踏まえる。 

 

 

第 3 章 
 
【第 6 期 
江東区障害福祉

計画】 
 
 

１ 令和 5 年度の目標数値の

設定と目標達成に向けた

施策の推進 
 
２ サービス必要量の見込み

と確保のための方策 
 
３ 地域生活支援事業に関す

る事項 

○ 第 5 期の実績や国・都の指針等を踏

まえ、数値等を見込む。  

第 4 章 
 
【第 2 期 
江東区障害児 

福祉計画】 
 

 
１ 令和 5 年度の目標数値の

設定と目標達成に向けた

施策の推進 
 
２ サービス必要量の見込み

と確保のための方策 
 

○ 第 1 期の実績や国・都の指針等を踏

まえ、数値等を見込む。  

 



 

 

 

 

障害福祉計画・障害児福祉計画 

 

（ 骨子案 ） 
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１ 策定の趣旨 

 

本区では、平成30年3月に『江東区障害者計画』を策定し、「共生社会の実

現」「障害者の自立支援」「生活の質の向上」の3つを基本理念として、障害者

の保健福祉政策を総合的かつ計画的に推進しています。また、同時に策定さ

れた『第5期江東区障害福祉計画』『第1期江東区障害児福祉計画』では、平成

30年度から令和2年度にかけての区の障害福祉サービスの見込量を設定する

とともに、見込量確保のための方策を規定しています。 

この間、国においては、平成24年6月には、「障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律（以下「障害者総合支援法」）」が制定され、

障害福祉サービスの対象者の範囲の見直し等が行われました。平成25年6月に

は「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（以下「障害者差別解

消法」）」が制定され、「障害者の雇用の促進等に関する法律（障害者雇用促進

法）」の改正により、雇用分野における障害者への差別の禁止等が定められま

した。その後、平成30年4月には法定雇用率が引き上げられ、障害者雇用義務

の対象に精神障害者が追加されるなど、障害者に対応する関連施策の拡充が

図られてきました。 

また、本区でも、令和2年4月に全ての区民が障害の有無にかかわらず、互

いに分け隔てなく理解し合い共生する地域社会の実現を目指し、「江東区手話

言語の普及及び意思疎通の促進に関する条例」を制定しています。 

この計画は、こうした状況の変化に対応しつつ、『第5期江東区障害福祉計

画』『第1期江東区障害児福祉計画』の進捗状況、令和元年度に実施した江東

区障害者実態調査の結果等を踏まえ、障害者のニーズに即した充実した地域

生活を実現するため策定するものです。 

 

２ 計画の位置づけと性格 

 

（１）計画の位置づけ 

 

① 江東区障害福祉計画 

 

 障害者総合支援法第88条第 1項に定められた市町村障害福祉計画として策

定します。 

 

第 1 章 計画策定の基本的考え方 
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② 江東区障害児福祉計画 

 

児童福祉法第33条の20第1項に定められた市町村障害児福祉計画として策

定します。 

 

【関連計画のイメージ図】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

     障害者基本法  

 

   障害者総合支援法  

 

    児童福祉法   

 

 

 

※ 本計画は、江東区障害者計画の中の、主として「自立生活の支援」の事項に関

わる実施計画として一体的に策定します。 

※ 本計画は、区の施策推進の基本的指針である江東区基本構想や江東区長期計画、

令和 3 年度に策定する江東区地域福祉計画、また、江東区高齢者地域包括ケア計

画をはじめ、他の計画等と整合を図りながら策定します。 

 

 

（２）計画の性格 

 

この計画は、『江東区障害者計画』との整合性を確保し策定しています。 

また、区の施策推進の基本的指針である江東区基本構想や江東区長期計画、

その他の計画との整合性を図りながら策定しています。 

 

江東区基本構想 

江東区長期計画 

江
東
区
障
害
者
計
画 

江
東
区
障
害
福
祉
計
画 

江
東
区
障
害
児
福
祉
計
画 

江
東
区
高
齢
者 

地
域
包
括
ケ
ア
計
画 

 

江
東
区
こ
ど
も
・ 

子
育
て
支
援
事
業
計
画 

地域福祉計画 
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①  江東区障害福祉計画 

 

国の基本指針に即して、障害福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事

業の提供体制の確保するものです。 

 

②  江東区障害児福祉計画 

 

国の基本指針に即して、障害児通所支援及び障害児相談支援の提供体制を

確保するものです。 

 

３ 計画の期間 

 

江東区障害福祉計画（第 6 期）及び障害児福祉計画（第 2 期）は、令和元

年度における福祉サービス等の必要見込量や達成すべき数値目標を設定した

上で、計画の期間は令和 3 年度から令和 6 年度までとし、各年度における必

要量や目標数値を見込みます。 

 

【本計画の計画期間】 

 

 30 

年 

度 

元 

年 

度 

２ 

年 

度 

３ 

年 

度 

４ 

年 

度 

５ 

年 

度 

 

障害者計画 

 

      

 

障害福祉計画 

 

      

 

障害児福祉計画 

 

      

 
 
 

第 5期 第 6期 

第 1期 第 2期 
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４ 実効性のある取り組みの推進 
 

ＰＤＣＡサイクルに基づき、成果目標及び目標を達成するための活動指標に

ついて、原則として1年に1回、前年度の実績を把握し障害者施策や関連施策の

動向も踏まえながら、計画の中間評価として分析・評価を行います。ただし、

制度改正や社会情勢の変動等により、詳細な評価を行う必要が生じた場合は、

年度途中であっても実績を把握、評価を行うものとします。なお、中間評価に

ついては、江東区障害者計画等推進協議会の意見を聴くとともに、その結果に

ついて公表します。 

中間評価の結果、必要があると認めたときは、江東区障害者計画等推進協議

会に諮った上で、計画期間中であっても計画の変更、事業の見直し等の措置を

講じます。 

 

 

５ 計画の対象 

 
  身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能

の障害（以下「障害」と総称する。）があり、障害及び社会的障壁により継

続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にある方とします。 

 

（障害者基本法より） 
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１ 本区の障害者数の現状 

（１）手帳所持者数 

 

15,69515,73915,70915,72215,65515,64615,55215,37215,10314,856

3,4873,3823,265
3,0072,8722,758

2,6522,5402,4642,409

4,763

4,025

1,918 2,091
2,406 2,660

2,946 3,209 3,346
3,846

平成22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年度 30年度 令和元年度

身体障害

知的障害

精神障害

 

（資料）障害者支援課：（身体障害・知的障害） 各年とも 12 月 31 日現在 

保健予防課 ：（精神障害） 各年度とも 3月 31 日現在 

 

令和元年の時点で、「身体障害」は 15,695 人、「知的障害」は 3,487 人、「精

神障害」は 4,763 人であり、「知的障害」と「精神障害」は増加の傾向にあり

ます。 

 

 

 

 

第２章 障害者の現状 

（人） 
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（２）自立支援医療（精神通院医療）交付数 

 

4,336 4,309

4,954 5,011

5,601

6,072
6,331

7,035

8,128 8,238

平成22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度

 

 （資料）保健予防課 ： 各年度とも 3月 31 日現在 

 

令和元年度の「自立支援医療（精神通院医療）」の申請者は 8,238 人で、増

加の傾向にあります（精神障害者保健福祉手帳所持は要件ではありません）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（人） 
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（３）本区の総人口と障害者（手帳所持者）数の推移 

 

令和元年の時点における区の総人口は 521,835 人であり、毎年増加傾向に

あります。障害者（手帳所持者）の総数も平成 29 年は 22,820 人、平成 30 年

は 23,146 人、令和元年は 23,945 人であり、同様に増加傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

       

  

 

 

 

 

 

 

 

 

       

  

 

 

 

（資料）障害者支援課：（身体障害・知的障害） 各年とも 12 月 31 日現在 

保健予防課 ：（精神障害） 各年度とも 3月 31 日現在 

 

 

 

 

 

 

22,820 23,146
23,945

15,69515,73915,709

3,487
3,3823,265

4,763
4,0253,846

521,835518,479513,197

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

平成29年 30年 令和元年

（人）

350,000

400,000

450,000

500,000

550,000

（人）

三障害の総数 身体障害 知的障害 精神障害 総人口
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（４）本区の総人口に占める障害者（手帳所持者）数の割合 

 

令和元年時点での区の総人口に占める障害者（手帳所持者）数の割合は 

4.59％となっており、割合は増加傾向にあります。人口の増加以上に精神障害者

手帳所持者数が増えていることが伺えます。 

 

 

4.45 4.46 4.59

3.06 3.04 3.01

0.670.64 0.65

0.75
0.910.78

平成29年 30年 令和元年

三障害の総数 身体障害

知的障害 精神障害

 

 

（資料）障害者支援課：（身体障害・知的障害） 各年とも 12 月 31 日現在 

保健予防課 ：（精神障害） 各年度とも 3月 31 日現在 

 

 

 

(％) 



11 

２ 本区の身体障害者の状況 

（１）身体障害者の障害内容別人数の推移 

 

令和元年の時点における身体障害者手帳所持者の障害内容別人数をみると、

「視覚障害」は 1,141 人、「聴覚・言語等障害」は 1,595 人、「肢体不自由」は

7,867 人、「内部障害」は 5,092 人です。内部障害が増加傾向になっていること

がわかります。 

 

1,215 1,215 1,201 1,203 1,180 1,154 1,145 1,139 1,136 1,141

1,513 1,510 1,551 1,577 1,578 1,574 1,584 1,574 1,587 1,595

8,130 8,245 8,326 8,408 8,403 8,317 8,235 8,129 8,021 7,867

4,133 4,294 4,364 4,485 4,610 4,758 4,879 4,995 5,0923,998

14,856 15,103
15,372 15,552 15,646 15,655 15,722 15,721 15,739 15,695

平成22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年 令和元年

内部

肢体不自由

聴覚・言語等

視覚

 

                  （資料）障害者支援課： 各年とも 12月 31 日現在 

(人) 
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（２）身体障害者の障害等級別人数の推移 

 

令和元年の時点における身体障害者手帳所持者の障害等級別人数をみると、「1

級」が 5,118 人と最も多く、「2級」は 2,412 人、「3級」は 2,553 人、「4級」は

3,644 人、「5級」は 1,062 人、「6級」は 906 人です。 

 

4,612 4,730 4,876 4,890 4,930 4,998 5,081 5,123 5,106 5,118

2,460 2,461 2,448 2,448 2,450 2,440 2,451 2,426 2,420 2,412

2,578 2,621 2,689 2,705 2,702 2,660 2,623 2,576 2,543 2,553

3,365
3,433

3,500 3,627 3,675 3,654 3,631 3,628 3,686 3,644

990
1,009

1,007 1,026 1,027 1,029 1,043 1,052 1,079 1,062851
849

852 856 862 874 893 904 905 90614,856
15,103

15,372 15,552 15,646 15,655 15,722 15,709 15,739 15,695

平成22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年 令和元年

6級

5級

4級

3級

2級

1級

               （資料）障害者支援課 ： 各年とも 12月 31 日現在  

(人) 
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（３）年齢別身体障害者数の推移 

 

令和元年の時点における身体障害者手帳所持者の年齢別人数をみると、 

「65 歳以上」が 10,787 人と最も多く、「18～64 歳」は 4,604 人、「18 歳未満」 

は 304 人となっています。 

4,684 4,628 4,604

10,728 10,796 10,787

304315297

15,69515,73915,709

平成29年 30年 令和元年

65歳以上

18～64歳

18歳未満

 

 

（資料）障害者支援課 ： 各年とも 12月 31 日現在 

(人) 
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３ 本区の知的障害者の状況 

 

（１）知的障害者の障害程度別人数の推移 

 

令和元年の時点における愛の手帳所持者の障害程度別人数をみると、「1 度 

（最重度）」は 101 人、「2 度（重度）」は 897 人、「3 度（中度）」は 751 人、「4

度（軽度）」は 1,738 人であり、「4度（軽度）」が最も多くなっています。 

 

 

653 667 687 710 733 759 788 850 879 897

607 614 620 621 640 660 671
723 738 751

1,075 1,109
1,158

1,240
1,303

1,369
1,459

1598
1668

1738

101979489848281757474

3487
3382

3265

3,007

2,872
2,758

2,652
2,540

2,464
2,409

平成22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年 令和元年

1度 2度 3度 4度

               （資料）障害者支援課：各年とも 12 月 31 日現在 

 

 

 

(人) 



15 

（２）年齢別知的障害者数の推移 

 

令和元年の時点における愛の手帳所持者の年齢を見ると、「65 歳以上」は  

265 人、「18～64 歳」2,216 人、「18 歳未満」1,006 人です。 

 

 

926 963 1,006

2,117 2,172 2,216

222
247

2653,265
3,382

3,487

平成29年 30年 令和元年

65歳以上

18～64歳

18歳未満

 

 （資料）障害者支援課 ： 各年とも 12月 31 日現在 

(人) 
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４ 本区の精神障害者の状況 

 

（１）精神障害者（手帳所持者）の障害等級別人数の推移 

 

令和元年度における精神障害者保健福祉手帳所持者の障害等級別人数をみる

と、「1級」は 234 人、「2級」は 2,357 人、「3級」は 2,172 人です。すべての等

級で増加の傾向が見られます。 

 

1,434 1,530 1,655
1,858

1,986

2,357

1,329

1,492
1,513

1,799

1,839

2,172

234200189178187183

4,763

4,025

3,846

3,346

2,946

3,209

平成26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度

３級

２級

１級

 

（資料）保健予防課 ： 各年度とも 3 月 31 日現在 

 

(人) 
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（２）年齢別精神障害者（手帳所持者）数の推移 

 

令和元年度における精神障害者保健福祉手帳所持者の年齢別人数をみると、

「18 歳未満」は 100 人、「18～64 歳」4,111 人、「65 歳以上」552 人であり、「18

～64 歳」が最も多くなっています。 

 

 

 

3,322 3,475

4,111

479
488

552

1006245

4,763

4,025
3,846

平成29年 30年 令和元年

65歳以上

18～64歳

18歳未満

 

（資料）保健予防課 ： 各年度とも 3 月 31 日現在 

(人) 
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５ 本区の難病患者数の状況 

 

（１）難病患者数の推移 

 

令和元年度における特殊疾病医療費助成申請受付数は、5,279 人であり、平成

29 年度をピークに減少傾向になっています。 

4,399
4,057 3,988

1,231

1,248 1,261

24

23

22

65

5

5,2795,332

5,658

平成29年 30年 令和元年

特殊医療費助成対象疾病

特定疾患治療研究事業等 
対象疾病（国）

東京都単独助成疾病

指定難病（国）

 
             （資料）保健予防課 ： 各年度とも 3月 31 日現在 

※上記の人数は、特殊疾病医療費助成申請受付数の総数であり、障害者総合 

支援法における対象疾病とは異なります。 

【参考】上記表における対象疾病数の推移（資料：保健予防課） 

 平成 29 年 30 年 令和元年 

特殊医療費助成対象疾病 2 疾病 2 疾病 2 疾病 

特定疾患治療研究事業等対象疾病（国） 4 疾病 4 疾病 4 疾病 

東京都単独助成疾病 8 疾病 8 疾病 8 疾病 

指定難病（国） 330 疾病 331 疾病 333 疾病 

(人) 
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６ 障害者施策の現状 

 

（１）障害者に対する様々な支援施策 

障害者に対する支援（行政の施策）は、下表のとおり多岐にわたっています。 

分野 支援の施策 

 区の障害者施策課、障害者支援課、保健所・保健相談所 

 民生・児童委員、身体障害者相談員、知的障害者相談員 

相談窓口 
東京都心身障害者福祉センター、児童相談所、 

東京都発達障害者支援センター（TOSCA） 

 （教育関係）都立の特別支援学校、区立の特別支援学級 

 （就労関係）江東区障害者就労・生活支援センター、公共職業安定所 

 身体障害者手帳：障害の程度によって 1級から 6級 

手帳交付 愛の手帳（知的障害者）：障害の程度によって１度～4度 

 精神障害者保健福祉手帳：障害の程度によって１級～3級 

 手当 心身障害者（難病）福祉手当、特別障害者手当など 

 年金 障害基礎年金、障害厚生年金など 

経済支援 運賃 鉄道やバスの運賃の割引、タクシー運賃の割引など 

 公共料金 NHK 受信料の減免、上下水道の減免など 

 税金 所得税や住民税などの障害者控除、自動車税の軽減など 

福祉・介護 
福祉 

サービス 

居宅介護（ホームヘルプ）、重度訪問介護、同行援護など 

補装具費の支給 

成年後見制度、地域福祉権利擁護事業、ふれあいサービス、

入浴サービス、点訳サービス、手話通訳派遣など 

保健・医療 

医療費助成 心身障害者（児）医療費助成、特殊疾病医療費助成など 

医療費負担 自立支援医療 

相談・訓練 配慮を必要とするこどもの早期発見・療育、機能回復訓練など 

教育 

特別支援 

教育 

小学校や中学校における特別支援学級、江東特別支援学校、

墨東特別支援学校、臨海青海特別支援学校、城東特別支援

学校、大塚ろう学校城東分教室 

就学相談 義務教育の就学相談、特別支援学級就学奨励など 

雇用・就業 

相談 公共職業安定所での相談・求職受付など 

訓練 
公益財団法人「東京しごと財団」における障害者就業支援

事業、公共職業安定所での障害者職場適応訓練など 

住宅 都営住宅抽せん優遇制度、住宅あっせんなど 
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（２）障害者総合支援法及び児童福祉法に基づくサービスのしくみ 

 

①  サービスの全体像 

 

  障害者総合支援法に基づくサービスは、障害のある方々の標準的な支援 

の度合いや勘案すべき事項（社会活動や介護者、居住等の状況）を踏まえ、

個別に支給決定が行われる「障害福祉サービス」と、区市町村の創意工夫に

より、利用者の方々の状況に応じて柔軟に実施できる「地域生活支援事業」

に大別されます。「障害福祉サービス」は、介護の支援を受ける場合には「介

護給付」、訓練等の支援を受ける場合には「訓練等給付」に位置づけられ、そ

れぞれ、利用の際の手順が異なります。サービスには、原則として利用期限

が設定されますが、必要に応じて更新・延長が行われます。 

  なお、障害がある児童（18 歳未満）については、児童福祉法の「障害児通

所支援」及び障害者総合支援法の「居宅介護」や「短期入所」等の障害福祉

サービスが利用できます。また、介護保険給付の対象者については原則とし

て介護保険給付が優先となりますが、心身の状況やサービス利用を必要とす

る理由等を踏まえ、介護保険担当課や居宅介護支援事業者と連携して対応し

ています。 
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 ■ 総合支援法による支援システムの全体像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護給付
●居宅介護(ホームヘルプ)

●重度訪問介護

●同行援護

●行動援護
●療養介護

●生活介護
●短期入所（ショートステイ）

●重度障害者等包括支援
●施設入所支援

訓練等給付
●自立訓練(機能、生活)

●就労移行支援
●就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）
●就労定着支援

●自立生活援助

●共同生活援助
（グループホーム）

地域相談支援

計画相談支援

自立支援医療

●更生医療
●育成医療

●精神通院医療 *
*実施主体は都道府県

補装具費

特定障害者特別給付費

高額障害福祉費
サービス等給付費

児童福祉法

障害児通所支援
●児童発達支援

●医療型児童発達支援
●放課後等デイサービス
●保育所等訪問支援
●居宅訪問型児童発達支援

障害児相談支援

障害児入所支援（都道府県）

自立支援給付

障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス

相
談
支
援

区市町村

地域生活支援事業

●成年後見制度利用支援 ●意思疎通支援 ●日常生活用具給付等 ●移動支援 など

都道府県

●専門性の高い相談支援 ●専門性の高い意思疎通支援 ●広域的支援 など

医
療

負
担
軽
減

障
害
児

障
害
者
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② 利用者負担 

利用者負担は、サービス量と所得に基づく負担の仕組み（１割の定率負担

と所得に応じた負担上限月額の設定）となっています。定率負担・実費負担

それぞれに、低所得の方に配慮した軽減策が講じられています。 

 

〔利用者負担の負担上限月額設定〕 

 

障害福祉サービスの利用者負担は、障害のある方とその配偶者（※） 

の所得に応じて、次の４区分の負担上限月額が設定されています。 

  ※ただし、障害児（18 歳未満。なお施設に入所する 18、19 歳を含む）の場

合、保護者の属する住民基本台帳上の世帯を単位に所得を判断します。 

 

所得区分 世帯の収入状況 負担上限月額 

生活保護 生活保護受給世帯  0 円 

低所得 区市町村民税非課税世帯 0 円 

一般１ 

区市町村民税所得割 16 万

円未満（障害児は 28 万円未

満） 

施設等入所

者以外 

障害者 9,300 円 

障害児 4,600 円 

20 歳未満の施設入所

者 
9,300 円 

一般２ 
上記以外の区市町村民税課

税世帯 
37,200 円 

 

○「一般」のうち入所施設利用者（20 歳以上）、グループホーム利用者の 

場合「一般２」となります。 

○所得区分が「一般１」に属する保護者に係る複数の障害児が障害児通 

所支援又は障害児入所支援を受けている場合の負担上限月額は、該当 

する負担上限月額のうち最も高い額となります。なお、複数の条項に 

基づくサービスを受けている場合は、それぞれのサービスにおいて負 

担上限月額が決定されます（この場合、高額障害福祉サービス等給付 

費等における「障害児の特例」が適用されます）。 

○障害児通所支援を利用する小学校就学前の障害児又は幼稚園、保育所 

等に通う小学校就学前の児童が二人以上いる保護者に係る負担上限月

額は、以下の①～③までの額を合算した額と元来の障害児通所給付費に

係る所得区分に応じた負担上限月額のいずれか低い額となります（多子

軽減措置）。 



23 

 障害児 算定額 

① 小学校就学後の障害児 

小学校就学前児童のうち最年長者 

厚生労働大臣が定める基準によ

り算定した額の 10/100 

② ①を除く小学校就学前児童のうち

最年長者 

厚生労働大臣が定める基準によ

り算定した額の 5/100 

③ ① 及び②以外の障害児 0 

 

〇障害児通所支援、障害児入所支援を利用する利用する満３歳になってか

ら初めての４月１日から小学校就学までの期間の利用者負担額は無料

となります。ただし、食事代や医療費等は対象外です。（就学前障害児

の発達支援の無償化） 

 

③ 利用者負担軽減策 

 

〔補足給付〕 

 

補足給付は、食費・光熱水費・家賃の実費負担に対する軽減措置です。 

入所施設（20 歳以上） 

施設での 1ヵ月あたりの食費・光熱水費の基準額を設定し、福祉

サービス費の定率負担相当額と、食費・光熱水費の定費負担をして

も、少なくとも手元に 25,000 円が残るように補足給付が支給され

ます。 

 

入所施設（20 歳未満） 

20 歳未満の場合は、地域でこどもを養育する世帯と同様の負担と

なるように補足給付が行われます。さらに、18 歳未満の場合は、教

育費相当分が加算されます。 

 

グループホーム 

  グループホーム居住者の低所得者に係る家賃の実費負担を軽減

するため、補足給付１万円（家賃の額が１万円を下回る場合は、当

該家賃の額）が支給されます。 
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〔高額障害福祉サービス費〕 

同じ世帯で複数の方がサービスを利用する場合や、介護保険も併せて 

利用する場合、減免措置が受けられます。 

障害者 

障害福祉サービス(補装具及び介護保険も併せて利用している場

合は、補装具及び介護保険の負担額も含む)の合算額が基準額を超

えている場合は、高額障害福祉サービス費が支給されます。(償還

払いの方法によります。)  

 

障害児 

障害者総合支援法と児童福祉法のサービスを併せて利用してい

る場合は、利用者負担額の合算が、それぞれのいずれか高い額を超

えた部分については、高額障害福祉サービス費等が支給されます。

(償還払いの方法によります。)  

 

 

〔個別減免（医療型）〕 

 

療養介護等を利用する場合、減免制度があります。医療型施設に入所

する方や療養介護を利用する方は、定率負担、医療費、食事療養費を合

算して利用者負担等の上限額が設定され、それ以上は減免されます。 

20 歳以上の場合 

低所得の方は少なくとも 25,000 円が手元に残るように、利用

者負担が減免されます。 

20 歳未満の場合  

所得要件はありません。地域でこどもを養育する世帯と同様の

負担（具体的には、生活費 2.5 万円を含めて所得区分に応じ 5万

円から 7.9 万円）となるよう、上限額の設定を行います。さらに

18 歳未満の場合にはその他生活費に教育費相当分を加えます。 
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〔生活保護移行防止〕 

負担軽減策を講じても、利用者負担を負うことによって生活保護の 

対象となる場合には、生活保護の対象とならない額まで定率負担の負担

上限月額や食費・光熱水費の実費負担を引き下げます。 
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■ 利用者負担に関する軽減措置 

 

 
入所施設 

利用者

（２０歳以上） 

グ ル ー プ       

ホーム 

利 用 者 

通所施設 

（事業） 

利用者 

ホーム   

ヘルプ 

利用者 

入所施設 

利用者 

（２０歳未満） 

医療型施設 

利用者 

障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
定
率
負
担 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

食
費
・
光
熱
水
費
・
家
賃 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補足給付 

（家賃助成） 

 

    

 

補足給付 

（食費・ 

光熱水費） 

 

通 所 施 設 を 

利用した場合

には、食費負

担軽減が受け

られます。 

(経過措置) 

食費負担 

軽減 

補足給付 

（食費・ 

光熱水費） 

利用者の負担上限月額設定（所得段階別） 

世帯での所得段階別負担上限 

（高額障害福祉サービス費） 

生活保護への移行防止（負担上限額を下げる） 

個別減免 

  （医療型） 

※ 医 療 、 

食事療養費

と合わせ、

上 限 額 を 

設定 
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（３）江東区内の事業所数 

江東区内の事業所数は、次の表の通りです。（令和 2 年 4 月 1 日現在） 

■障害者(児)施設 

サービス種別 事業所数(共同生活援助：ユニット数) 

療養介護 1※ 

生活介護 15※ 

自立訓練(生活訓練) 1 

就労移行支援 9 

就労継続支援(Ａ型) 4 

就労継続支援(Ｂ型) 31(分室含む) 

就労定着支援 3 

地域活動支援センター(Ⅰ型) 3 

地域活動支援センター(Ⅱ型) 1 

共同生活援助 36（知的障害者 29、精神障害者 7） 

宿泊型自立訓練 1 

短期入所 2※ 

児童発達支援センター 2 

医療型児童発達支援センター 1※ 

医療型障害児入所施設 1※ 

児童発達支援 15 

放課後等デイサービス 37 

保育所等訪問支援 2※ 

※東京都立東部療育センターを含めています。 

■相談支援 

サービス種別 事業所数 

計画相談支援 29 

障害児相談支援 14 

地域移行支援 3 

地域定着支援 3 

■在宅サービス等 

サービス種別 事業所数 

居宅介護 66 

重度訪問介護 63 

同行援護 33 

行動援護 3 
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1 令和５年度の目標値の設定と目標達成に向けた施策の推進  

 

  国の指針では、「第６期障害福祉計画」策定に関しては、相談支援体制の充

実・強化や障害者福祉サービス等の質の向上、一般就労への移行に関する成

果目標が見直し、拡充されました。 

  第６期障害福祉計画では、以下の（１）～（６）の６項目について成果目標を

設定します。 

 

（１） 福祉施設の入所者の地域生活への移行 

 

 令和元年度末時点における施設入所者のうち、令和５年度末までに地域生

活へ移行している人の数値目標を設定します。 

国の指針では、令和５年度末時点で、令和元年度末時点での施設入所者数の

6％以上が地域生活へ移行すること、施設入所者の 1.6％以上の削減を基本に、

地域の実情に応じて目標を設定することとなっています。 

 

【 国（厚生労働省）の指針 】 

 基準時点：令和元年度末 

終了時点：令和５年度末 （第６期計画終了日） 

項  目 
第６期計画の数値目標の基本となる数値

と考え方 
備  考 

地域移行者数 ６％以上 直近 3 年間の増加率で推移

した場合の 5 年度末の移行

者数を 7.3 千人、施設入所者

数を 12.3 万人とし、地域移

行率を 5.7％と推計する。 

→地域移行者の割合を6％以

上と設定 

 

※現計画で設定さ

れている令和2年度

末までの数値目標

が達成されていな

い場合、未達成割合

を加えたものを目

標値とする。 

※障害児入所施設

への入所者のうち

18 歳以上になって

いる者については、

施設入所者の算定

の対象外とする。 

入所者数の削減数 1.6％以上 直近 3 年間の削減率 0.4％ 

→同率で推移した場合の 4

年間の地域移行者の割合を

1.6％以上と設定 

                           （資料）厚生労働省 

第３章 目標値とサービス見込み【第６期江東区障害福祉計画】 

第３章の部分は今後、国や都と調整のうえ、策定いたします。 
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（２） 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

 

国の基本指針によれば、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構

築を一層推進するため、精神障害者の精神病床から退院後 1 年以内の地域に

おける平均生活日数、精神病床における 1 年以上の長期入院患者数、早期退

院率に関する目標を設定することとなっています。 

 

【 国（厚生労働省）の指針 】 

 

① 精神障害者の精神病床から退院後1年以内の地域での平均生活日数の目標

値を設定 

② 令和 5年度末の精神病床における 1年以上の長期入院患者数を設定 

（65 歳以上、65 歳未満）※東京都が設定 

③ 令和 5年度末の精神病床における早期退院率を設定 
（入院後 3か月時点の退院率、入院後 6か月時点の退院率、入院後 1年時

点の退院率）※東京都が設定 
 

（３） 地域生活支援施設等の整備 

 

  国の基本指針によれば、障害者の地域生活を支援する機能（相談、体験の

機会・場、緊急時の受入・対応、専門性、地域の体制づくり等）の集約等を

行う拠点等について、令和 5 年度末までの間、各区市町村又は各圏域に１つ

以上の拠点を確保しつつ、その機能の充実のため、年 1 回以上運用状況を検

証および検討することとされています。 

  区では、長期計画において令和 4 年度に障害者入所施設の整備を予定して

いることを踏まえ、障害者が地域で安心して暮らせることができるよう、地

域における支援体制の構築に向けて検討を進めていきます。 

 

（４） 福祉施設から一般就労への移行等 

 

就労支援事業の数値目標の考え方は、以下のとおり、国が示す計画の考え

方を基本として、今までの実績や地域の実情を踏まえて設定します。 
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【 国（厚生労働省）の指針 】 

① 福祉施設から一般就労への移行実績は、令和元年度の 1.27 倍以上 

② 福祉施設から一般就労への移行実績の就労移行支援は、令和元年度の 1.30

倍以上 

③ 福祉施設から一般就労への移行実績の就労継続支援Ａ型は、令和元年度の

1.26 倍以上 

④ 福祉施設から一般就労への移行実績の就労継続支援Ｂ型は、令和元年度の

1.23 倍以上 
 

                        （資料）厚生労働省 

 

（５） 相談支援体制の充実・強化 

 

国の基本指針によれば、相談支援体制を充実・強化するため、令和 5 年度

末までに、各区市町村または圏域において、総合的・専門的な相談支援の実

施及び地域の相談支援体制の強化を実施する体制を確保するとしています。 

区では、相談支援体制の強化・充実に向け、検討してまいります。 

 

（６） 障害福祉サービス等の質の向上 

 

国の基本指針によれば、利用者が真に必要とするサービスを適切に提供し

ていくため、都道府県及び区市町村職員は障害者総合支援法の具体的内容を

理解するための取組を行い、障害福祉サービス等の利用状況を把握し、検証

していくことが必要であるとしています。 

 

【 国（厚生労働省）の指針 】 

① 都道府県が実施する障害福祉サービス等に係る研修等への区市町村職員

の参加人数の見込みを設定 

② 障害者自立支援審査支払等システム等による審査結果を活用し、事業所、

関係自治体等と共有する体制と実施回数の見込みを設定 

③ 指導監査の適正な実施とその結果を関係自治体と共有する体制と共有回

数の見込みを設定 

 



31 

２ サービス必要量の見込みと確保のための方策 

 

 本章で掲げた目標を達成するため、障害福祉サービスの種類ごとの必要と 

なるサービス量について、令和 3 年度から令和 5 年度までの各年度における見

込みを設定します。 

 なお、今後の都との調整により、変更が生じる可能性もあります。 

 

（１）訪問系サービス 

 

  訪問系サービスとは、サービス提供事業者が居宅に訪問して行うサービス

であり、以下の５種類があります。 

  ① 居宅介護   ② 重度訪問介護   ③ 同行援護   ④ 行動援護 

  ⑤ 重度障害者等包括支援   

 

① 居宅介護 

 

  居宅において入浴、排せつ、食事等の介護、調理、洗濯、掃除等の家事、

生活等に関する相談、助言、生活全般にわたる援助を行います。 

 

② 重度訪問介護 

 

  重度の肢体不自由者又は重度の知的障害・精神障害により行動上著しい困

難を有する障害者で、常時介護を必要とする方に、居宅において、入浴・排

せつ・食事等の介護、調理・洗濯・掃除等の家事、生活等に関する相談・助

言、生活全般にわたる援助、外出時における移動中の介護を総合的に行いま

す。また、日常的に重度訪問介護を利用している最重度の障害者で、医療機

関に入院した方が適切な介護を受けられるよう、ヘルパーが医療従事者に情

報伝達を行うなどの支援を実施します。 

  

 ③ 同行援護 

 

  視覚障害により、移動に著しい困難を有する方につき、外出時に同行し、 

移動に必要な情報を提供するとともに、移動の援護等、その方が外出する 

際の必要な援助を行います。 
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④ 行動援護 

 

  知的障害または精神障害により行動上著しい困難を有し、常時介護を要 

する方に、その方が行動する際に生じ得る危険を回避するために必要な援 

護、外出時における移動中の介護・排せつ・食事等の介護その他の、その 

方が行動する際の必要な援助を行います。 

 

 

⑤  重度障害者等包括支援 

 

  常時介護が必要で、意思疎通を図ることに著しい支障がある方のうち、 

四肢の麻痺及び寝たきりの状態にある方、知的障害また精神障害により行 

動上著しい困難がある方について、居宅介護、重度訪問介護、同行援護、 

行動援護、生活介護、短期入所、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、 

共同生活援助を包括的に提供します。 

 

 

≪平成 30 年度から令和 2年度利用実績と見込み≫ （略） 

 

それぞれのサービス別の利用実績より、一人当たりの月の平均利用時間を 

求めるとともに、障害者の増加傾向をもとに今後の利用者数を推計し、難病の

対象疾病増による利用者増、入院中の精神障害者のうち地域生活への移行後に

訪問系サービスの利用が見込まれる方の数を勘案してサービスの見込量を算定

します。 

 

 

 ≪見込み量の設定≫ （略） 
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（２）日中活動系サ－ビス 

 

  日中活動系サービスとは、昼間に入所または通所により訓練、介護等を  

提供するサービスで、以下の６種類があります。 

①  生活介護   ② 自立訓練   ③ 就労移行支援  ④ 就労継続支援 

⑤ 就労定着支援 ⑥ 療養介護  ⑦ 短期入所   

 

① 生活介護 

 

主として昼間、障害者支援施設その他の以下に掲げる便宜を適切に供与 

することができる施設において、入浴・排せつ・食事等の介護、調理・洗 

濯・掃除等の家事、生活等に関する相談・助言、その他必要な日常生活上 

の支援、創作的活動・生産活動の機会の提供、その他の身体機能・生活機 

能の向上のために必要な援助を行います。 

 

≪平成 30 年度から令和 2年度利用実績と見込み≫ （略） 

 

利用実績より、一人当たりの月平均利用日数を求め、障害者の増加傾向を

もとに今後の利用者数を推計し、特別支援学校卒業者数の状況等を勘案して

サービス見込量を算定します。 

   

≪見込み量の設定≫ （略） 

 

 ② 自立訓練 

 

  自立した日常生活または社会生活ができるよう、一定期間、身体機能また

は生活能力の向上のため必要な訓練を行います。機能訓練と生活訓練の２種

類があります。 

 

ア）自立訓練（機能訓練） 

 

身体障害のある方・難病等の対象となる方について、通所先の障害者

支援施設もしくは障害福祉サービス事業所において、またはその方の居

宅を訪問して、理学療法、作業療法その他必要なリハビリテーション、

生活等に関する相談・助言その他の必要な支援を行います。 
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≪平成 30 年度から令和 2年度利用実績と見込み≫ （略） 

 

利用実績より、一人当たりの平均利用日数を求め、サービス見込量を

算定します。 

 

 ≪見込み量の設定≫ （略） 

 

イ）自立訓練（生活訓練） 

 

知的障害または精神障害のある方について、通所先の障害者支援施設

もしくは障害福祉サービス作業所において、またはその方の居宅を訪問

して、入浴・排せつ・食事等に関する自立した日常生活を営むために必

要な訓練、生活等に関する相談及び助言その他の必要な支援を行います。 

 

≪平成 30 年度から令和 2年度利用実績と見込み≫ （略） 

 

利用実績より一人当たりの月平均利用日数を求め、障害者の増加傾向、

入院中の精神障害者のうち地域生活への移行後に自立訓練（生活訓練）

の利用が見込まれる方の数を勘案して利用者を見込み、利用期間は上限

２年間を想定して、サービス量を算定します。 

 

 ≪見込み量の設定≫ （略） 

 

 

③ 就労移行支援 

 

65 歳未満の就労希望者で、通常の事業所に雇用されることが可能と見込ま

れる方について、生産活動・職場体験等の活動の機会の提供その他の就労に

必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練、求職活動に関する支援、そ

の適性に応じた職場の開拓、就職後における職場への定着のために必要な相

談その他の必要な支援を行います。 

 

≪平成 30 年度から令和 2年度利用実績と見込み≫ （略） 

 

従来の利用実績より、１人当たりの月の平均利用日数を求めるとともに、

障害者の増加傾向、入所及び通所施設の利用者数、特別支援学校卒業者数の
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状況を勘案して利用者数を見込み、利用期間は上限２年間を想定して、サー

ビス見込量を算定します。 

 

≪見込み量の設定≫ （略） 

 

④ 就労継続支援 

 

通常の事業所に雇用されることが困難な方に、働く場を提供するとともに、

知識及び能力の向上のために必要な訓練を行います。Ａ型とＢ型の２種類が

あります。 

 

ア）就労継続支援（Ａ型） 

通常の事業所に雇用されることが困難な方のうち適切な支援によって

雇用契約等に基づき就労する方について、生産活動その他の活動の機会

の提供等、就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練、その

他の必要な支援を行います。 

 

≪平成 30 年度から令和 2年度利用実績と見込み≫ （略） 

 

利用実績より、一人当たりの平均利用日数を求めるとともに、利用  

見込者数を勘案して、サービス見込量を算定します。 

 

  ≪見込み量の設定≫ （略） 

 

イ）就労継続支援（Ｂ型） 

 

通常の事業所に雇用されることが困難な方のうち、通常の事業所に雇

用されていたものの年齢・心身の状態等の事情により引き続きその事業

所に雇用されることが困難となった方、就労移行支援によっても通常の

事業所に雇用されるに至らなかった方等、通常の事業所に雇用されるこ

とが困難な方について、生産活動その他の活動の機会の提供等、就労に

必要な知識・能力の向上のために必要な訓練その他の必要な支援を行い

ます。 

 

≪平成 30 年度から令和 2年度利用実績と見込み≫ （略） 
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利用実績より、１人当たりの月平均利用日数を求めるとともに、障害

者の増加傾向、特別支援学校の卒業者数の状況、入院中の精神障害者の

うち地域生活への移行後に利用が見込まれる方の数を勘案して利用者数

を見込み、サービス見込量を算定します。 

 

≪見込み量の設定≫ （略） 

 

 

⑤ 就労定着支援 

  就労移行支援の利用等を経て一般就労へ移行した障害者のうち、就労に伴

う環境変化により、生活面の課題が生じている方に対して、企業・自宅等への

訪問や障害者の来所により、生活リズム、家計や体調の管理などに関する課題

解決に向けて、必要な連絡調整や指導・助言等の支援を行います。 

新制度であることから、一般就労へ移行する方の利用者を基に、サービス見

込み量を算定します。 

 

≪見込み量の設定≫ （略） 

 

 

⑥ 療養介護 

 

主として昼間、病院において、機能訓練・療養上の管理・看護・医学的 

管理の下における介護・日常生活上の世話を行います。 

 

≪平成 30 年度から令和 2年度利用実績と見込み≫ （略） 

 

利用実績を踏まえて利用者数を見込みます。 

  

≪見込み量の設定≫ （略） 
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⑦ 短期入所 

 

居宅において介護を行う方の病気等の理由により、障害者支援施設・児童

福祉施設等への短期間の入所が必要となった方について、当該施設において、

入浴・排せつ・食事の介護等を行います。障害者支援施設等において実施す

る福祉型と、病院・診療所・介護老人保護施設において実施する医療型があ

ります。 

 

≪平成 30 年度から令和 2年度利用実績と見込み≫ （略） 

 

利用実績より、１人当たりの月平均利用日数を求めるとともに、障害者の  

増加傾向を勘案して利用者数を見込み、サービス見込量を算定します。 

 

 ≪見込み量の設定≫ （略） 
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（３）居住系サ－ビス 

 

 居住系サービスとは、共同生活を行う住居や施設において訓練等給付また

は介護給付を提供するサービスです。①自立生活援助が新たなサービスとし 

て開始されるほか、②共同生活援助 ③施設入所支援の３種類があります。 

  

 

①  自立生活援助 

障害者支援施設やグループホーム等を利用していた障害者で一人暮らし 

を希望する方について、定期的に利用者宅を訪問し、食事や掃除などに課題

がないか、地域住民との関係は良好かなどについて確認を行い、必要な助言

や医療機関等との連絡調整を行うほか、利用者からの相談、要請があった際

には、訪問、電話等による随時の対応を行います。 

新制度であることから、グループホームや施設から居宅に移行した方の人

数を基に、サービス見込み量を算定します。 

 

≪見込み量の設定≫（略） 

 

②  共同生活援助（グループホーム） 

  主として夜間に、共同生活を営む住居において相談、入浴、排せつ、食事 

の介護等、日常生活上の援助を行います。 

 なお、平成 25 年度までは介護や家事の援助を行う「共同生活介護」とこれ

らを行わない「共同生活援助」がありましたが、平成 26 年４月から現制度に

一元化されました。 

 

≪平成 30 年度から令和 2年度利用実績と見込み（月間）≫ （略） 

 

利用実績を踏まえて、障害者の増加傾向、新たなグループホームの開所見

込み、入所施設からの地域移行、入院中の精神障害者のうち地域生活への移

行後に共同生活援助の利用が見込まれる方の数等を勘案し、利用者数を見込

みます。 

 

≪見込み量の設定≫ （略） 
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③  施設入所支援 

 施設に入所する方に、主として夜間において、入浴や排せつ、食事の介護等

を提供します。  

 

≪平成 30 年度から令和 2年度利用実績と見込み（月間）≫ （略） 

 

施設入所者の地域生活への移行、入所待機者の状況を踏まえ、利用者数を

見込みます。 

 

 ≪見込み量の設定≫ （略） 

 

（４）相談支援 

 

  障害者自立支援法（現：障害者総合支援法）の改正により「相談支援の充

実」が図られることとなったことから、以下のサービスが平成 24 年４月から

開始しました。 

  ① 計画相談支援 

  ② 地域相談支援（地域移行支援、地域定着支援）    

 

①  計画相談支援 

    

障害福祉サービスを申請した障害者について、サービス等利用計画の作 

成及び支給決定後のサービス等利用計画の見直し（モニタリング）を行う 

ことにより、障害者の自立した生活を支え、障害者の抱える課題の解決や 

適切なサービス利用に向けて、ケアマネジメントによりきめ細かく支援を 

行うものです。 

 

≪平成 30 年度から令和 2年度利用実績と見込み（月間）≫ （略） 

 

平成 24 年４月の障害者自立支援法等関係法令の改正に伴い、平成 27 年 

度から、障害福祉サービス、地域相談支援に係る申請のあったすべての事 

例において、申請者に対してサービス等利用計画案の提出を求めるものとさ

れています。そのため、全ての障害福祉サービス及び地域相談支援の支給決

定者数の見込みに基づき、サービス量を見込みます。 

 

≪見込み量の設定≫ （略） 
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 ② 地域相談支援 

 

  ア）地域移行支援 

 

    障害者支援施設や精神科病院に入所等をしている障害者に対し、住居

の確保、地域生活の準備や福祉サービスの見学・体験のための外出への

同行支援、地域における生活に移行するための活動に関する相談等の 

支援を行います。 

  

≪平成 30 年度から令和 2年度利用実績と見込み（月間）≫ （略） 

 

 

    施設入所者の地域生活への移行者数、入院中の精神障害者のうち地域

生活への移行後に地域移行支援の利用が見込まれる者の数等を勘案して、

利用者数を見込みます。  

 

≪見込み量の設定≫ （略） 

 

 

  イ）地域定着支援 

    居宅で単身生活をしている障害者等に対し、夜間も含む緊急時におけ

る連絡、相談等の支援を行います。 

 

≪平成 30 年度から令和 2年度利用実績と見込み（月間）≫ （略） 

 

    施設入所者の地域生活への移行者数、入院中の精神障害者のうち地域生

活への移行後に地域定着支援の利用が見込まれる者の数等を勘案して、利

用者数を見込みます。 

 

  ≪見込み量の設定≫ （略） 

 

 

 

（５） 障害福祉サービス等の種類ごとの見込量確保のための方策（略） 

 

  



41 

 ３ 地域生活支援事業に関する事項 

 

（１）実施する事業の内容 

 

 区では、障害者総合支援法 第 77 条に定められている、区（市町村）が 

実施する地域生活支援事業を行っていくほか、既存の事業や必要に応じて行 

う新規事業等を効果的に組み合わせて、障害者の地域生活を支援します。 

 

① 理解促進研修・啓発事業 

 理解促進研修・啓発事業は、障害者等が日常生活及び社会生活を営む上で 

生じる「社会的障壁」を除去するため、障害者等の理解を深めるため研修・ 

啓発を通じて地域住民への働きかけを強化することにより、共生社会の実現 

を図ることを目的とした事業です。 

区では、障害者福祉大会を年１回開催し、障害者と地域住民の交流の機会 

を設けています。 

 

≪令和元年度・令和 2年度の実施状況≫（略） 

 

≪見込み量の設定≫（略） 

 

② 自発的活動支援事業 

 自発的活動支援事業は、障害者等が自立した日常生活及び社会生活を営む 

ことができるよう、障害者等、その家族、地域住民等による地域における自 

発的な取り組みを支援することにより、共生社会の実現を図ることを目的と 

した事業です。 

区では知的障害者学習支援事業を実施し、軽度知的障害のある 18 歳以上 

の就労者に対し学習活動、学習支援活動を行っています。 

 

≪令和元年度・令和 2年度の実施状況≫（略） 

 

≪見込み量の設定≫ （略） 
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③ 相談支援事業 

 相談支援事業は、障害者等からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言

を行うほか、権利擁護のために必要な援助を行う事業です。 

  ア）障害者相談支援事業 

    この事業は、障害者等の福祉に関する各般の問題につき、障害者等か

らの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言その他の障害福祉サービス

の利用支援等、必要な支援を行うとともに、虐待の防止及びその早期発

見のための関係機関との連携調整その他の障害者等の権利擁護のために

必要な援助（相談支援事業）を行うものです。 

    今後、地域における相談支援の中核的な役割を担う機関として基幹相

談支援センターを設置し、さらなる相談支援の充実を図ります。 

 

 イ）基幹相談支援センター等機能強化事業 

   この事業は、区市町村における相談支援事業が適正かつ円滑に行われ

るよう、一般的な相談支援事業に加え、特に必要と認められる能力を有

する専門的職員を配置することや、地域における相談支援事業者等に対

する専門的な指導・助言、情報収集・提供、人材育成の支援、地域移行

に向けた取組等を実施するものです。区では、障害者支援課に保健師を

配置して、機能強化を図っていますが、さらなる充実を図るため、基幹

相談支援センターを設置します。 

 

 ウ）住宅入居等支援事業（居住サポート事業） 

   この事業は、賃貸契約による一般住宅への入居を希望しているが、保

証人がいない等の理由により入居が困難な方に対して、入居に必要な調

整等に係る支援を行うとともに、家主等への相談・助言を通して障害の

ある方の地域生活を支援するものです。区では、他部署や関係機関との

連携により、支援体制の充実を図ります。 

 

≪平成 30 年度から令和 2年度の実施状況≫ （略） 

 

≪見込み量の設定≫（略） 
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④ 成年後見制度利用支援事業 

 この事業は、障害福祉サービスの利用等の観点から、成年後見制度の利用 

が必要と認められる知的障害者または精神障害者に対し、成年後見制度の利 

用を支援することにより、障害者の権利擁護に資することを目的としていま 

す。区では、制度利用を希望する低所得者に対して、家庭裁判所への申立て 

に要する経費（登記手数料、鑑定費用など）及び後見人等の報酬の全部また 

は一部を助成します。 

 

≪平成 30 度から令和 2年度の実施状況≫（略） 

 

≪見込み量の設定≫ （略） 

 

⑤ 成年後見制度法人後見支援事業 

 この事業は、成年後見制度において親族や専門職（弁護士等）の後見人が 

得られない場合に、法人後見及び社会貢献型後見人の法人後見監督を受任す 

ることにより、障害者の権利擁護を図ることを目的とした制度です。区では 

社会福祉協議会に対し、法人後見等事業に係る諸経費を補助しています。 

 

≪平成 30 度から令和 2年度の実施状況≫（略） 

 

≪見込み量の設定≫（略） 

 

 

⑥ 意思疎通支援事業 

聴覚、言語機能、音声機能その他の障害のため、意思疎通を図ることに支

障がある方に、手話通訳者・要約筆記者の派遣、窓口への手話通訳者設置を

行います。 

実績数値を基に、聴覚・言語機能障害での身体障害者手帳所持者数の平均 

増加率を用いて、サービス量を算定します。 

 

≪手話通訳者・要約筆記者派遣、手話通訳者設置数の推移≫（略） 

 

≪見込み量の設定≫ （略） 
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⑦ 日常生活用具給付等事業 

 障害者等に対し、自立生活支援用具等の日常生活用具を給付または貸与す

ることによって日常生活上の便宜を図り、その福祉の増進に資することを目

的とする事業です。 

 サービス見込みは、品目を大きく３つに区分し、実績値より利用件数を算

定します。 

 

≪支給件数等の実績≫ （略） 

 

≪見込み量の設定≫（略） 

 

⑧ 手話奉仕員養成研修事業 

 手話で日常会話を行うのに必要な手話語彙及び手話表現技術を習得した者 

の養成によって、意思疎通を図ることに支障がある障害者の自立した日常生 

活又は社会生活を営むことができるようにすることを目的とした事業です。 

区では社会福祉協議会に委託して実施しています。 

  実績数値を基にサービス量を算定します。 

 

≪講習修了者数の推移≫（略） 

 

≪見込み量の設定≫（略） 

 

⑨ 移動支援事業 

 屋外での移動が困難な障害者等について、外出のための支援を行うことに 

より、地域における自立生活及び社会参加を促すことを目的とした事業です。 

 実利用者数の伸び率と一人当たりの月平均利用時間数から、サービス量を 

設定します。 

 

≪利用者数と利用時間の推移≫ （略） 

 

≪見込み量の設定≫（略） 
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⑩ 地域活動支援センター機能強化事業 

  この事業は、地域の実情に応じ、創作的活動または生産活動の機会の提供、

社会との交流の促進等の便宜を供与し、障害者等の地域生活支援の促進を図る

ことを目的としたものです。 

  利用者に対し、創作活動、生産活動の機会の提供等、地域の実情に応じた

支援を行う基礎的事業を実施しています。加えて、精神保健福祉士等を配置

して医療・福祉・地域の社会基盤との連携強化のための調整、相談支援事業

等を行うⅠ型、機能訓練、社会適応訓練、入浴等のサービス等の事業を実施

するⅡ型が区内に整備されています。 

  令和 2 年 4 月現在、区内にある地域活動支援センターは 4 ヵ所です。それ

ぞれの実施箇所数及び利用人数（基礎的事業分も含む）を見込みます。 

 

 

≪設置箇所数と利用人数の推移≫（略） 

 

≪見込み量の設定≫（略） 

 

⑪ その他の事業 

上記事業以外の、自立した日常生活または社会生活を営むために必要な事業 

として、区では次の事業を実施します。 

 

ア）訪問入浴サービス事業 

   障害者福祉センター浴室を利用できない方に、専門業者による巡回

入浴車を自宅に派遣して入浴を行います。 

 

イ）更生訓練費給付事業 

 区内に住所を有する身体障害者で、施設内で行われる授産等の訓練

の支援を必要とする方が、訓練において要する諸雑費及び通所費を給

付します。 

 

ウ）点字・声の広報等発行事業 

   視覚障害者のために、「こうとう区報」点字版や、声の広報を製作・

発行します。 

 

エ）自動車運転教習費助成事業 

   障害者の日常生活の利便及び生活圏の拡大を図るため、自動車運転
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免許の取得に要する費用の一部を助成します。 

 

オ）自動車改造費助成事業 

   重度身体障害者の社会参加の促進を図るため、就労等に伴い自動車

を取得する場合、その自動車の改造に要する経費を助成します。 

 

 

≪各事業の実績≫（略） 

 

≪見込み量の設定≫（略） 

 

 

（２） 各事業の見込量確保のための方策（略） 
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1 令和 5年度の目標値の設定と目標達成に向けた施策の推進 

◆障害児通所支援等の地域支援体制の整備 

   

障害児通所支援等における障害児及びその家族に対する支援について障害 

 児の障害種別や年齢別等のニーズに応じて、身近な場所で提供できるよう第 2 

 期計画では以下の目標を設定します。 

 

【 国（厚生労働省）の指針 】 

① 令和 5年度末までに児童発達支援センターを少なくとも 1か所以上設置 

② 令和 5年度末までに難聴児支援のための中核機能を果たす体制の確保、 

③ 令和 5年度末までに保育所等訪問支援を利用できる体制の構築 

④ 令和 5年度末までに主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所

及び放課後等デイサービス事業所を 1か所以上確保 

⑤ 令和 5年度末までに保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関等が

連携を図るための協議の場を設けるとともに医療的ケア児に関するコー

ディネーターを配置 

                        （資料）厚生労働省 

 

2 サービス必要量の見込みと確保のための方策 

（１）障害児通所支援 

 

 児童通所系サービスは、児童福祉法に基づく事業として位置づけられ、以下

の 5事業で提供されています。 

 

①児童発達支援 

 ②医療型児童発達支援 

 ③放課後等デイサービス 

 ④保育所等訪問支援 

 ⑤居宅訪問型児童発達支援 

 

また、障害児通所支援の利用にあたっては障害児支援利用計画を作成し、見

直しを図ることにより、障害児の抱える課題の解決や適切なサービス利用に向

けたケアマネジメントを行うこととなりました（障害児相談支援）。 

  

第４章 目標値とサービス見込み【第２期江東区障害児福祉計画】 

第４章の部分は今後、国や都と調整のうえ、策定いたします。 
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 ① 児童発達支援 

 療育の観点から集団療育及び個別療育を行う必要があると認められる未 

就学の障害児に、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、 

集団生活への適応訓練等の支援を行います。 

 

≪平成 30 年度から令和 2年度利用実績と見込み≫（略） 

 

  利用実績に加え、本区の増加傾向にある児童数の推移、新規事業所の開設見

込みを勘案して利用者数を見込み、今後のサービス見込量を算定します。 

 

≪見込み量の設定≫（略） 

 

 ② 医療型児童発達支援 

肢体不自由があり、理学療法等の機能訓練又は医療的管理下での支援が 

  必要であると認められる障害児を対象に、児童発達支援に加えて治療を行 

  います。 

 

≪平成 30 年度から令和 2年度利用実績と見込み≫（略） 

 

  利用実績に基づき利用者数を見込み、今後のサービス見込量を算定します。 

 

≪見込み量の設定≫（略） 

 

 ③ 放課後等デイサービス 

 学校教育法第 1条に規定する学校（幼稚園及び大学を除く）に就学して 

おり、授業の終了後または休業日に支援が必要と認められる障害児に、生 

活能力の向上のために必要な訓練、社会との交流の促進その他必要な支援 

を行います。 

 

≪平成 30 年度から令和 2年度利用実績と見込み≫（略） 

 

  利用実績に加え、本区の増加傾向にある児童数の推移、新規事業所の開設見

込みを勘案して利用者数を見込み、今後のサービス見込量を算定します。 

 

≪見込み量の設定≫（略） 
 

 ④ 保育所等訪問支援 
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   保育所等（※）の施設に通っており、当該施設を訪問して専門的な支援 

  を行うことが必要と認められた障害児について、障害児以外の児童との集 

団生活への適応のための専門的な支援等を提供します。 

  ※保育所その他の児童が集団生活を営む施設として厚生労働省令で定めるものが対象です。 

具体的には、保育所、幼稚園、小学校、特別支援学校、認定こども園等が含まれます。 

 

≪平成 30 年度から令和 2年度利用実績と見込み≫（略） 

 

 利用実績に加え、本区の増加傾向にある児童数の推移、事業所の受入れ可能人

数を勘案して、今後の利用者数を見込み、今後のサービス量を算定します。 

 

≪見込み量（月間）の設定≫（略） 

 

⑤ 居宅訪問型児童発達支援 

 重症心身障害児など重度の障害があり、児童発達支援等の障害児通所支援を

利用するために外出することが著しく困難な障害児の居宅を訪問し、日常生活

における基本的な動作の指導、知識技能の付与等の支援を実施します。 

重度訪問看護のサービスの利用数に基づき、今後のサービス量を算定します。 

 

≪見込み量の設定≫（略） 

 

⑥ 障害児相談支援 

障害児通所支援を申請した障害児について、障害児支援利用計画の作成、 

見直し（モニタリング）を行います。 

 

≪平成 30 年度から令和 2年度利用実績と見込み≫（略） 

 

障害児通所支援の支給決定者数を障害児相談支援の対象として、利用者数を

見込みます。 

 

≪見込み量（月間）の設定≫（略） 

 

 

（２） 障害児通所支援等の種類ごとの見込量確保のための方策（略） 

 

 



 
 

 

指定特定相談支援事業について 

 

 

１．指定特定相談支援事業所数及び相談支援専門員数の推移 

 H26.3 H27.3 H28.3 H29.3 H30.3 H31.3 R2.3 

事業所数 6 18 29 30 29 28 29 

相談支援専門員数 11(8) 36（23） 53（30） 54（33） 54（33） 54（32） 48（30） 

（ ）内は兼務職員の数 

２．計画相談実績の推移 

 H26.3 H27.3 H28.3 H29.3 H30.3 H31.3 R2.3 

障 

害 

者 

受給者数 2,438 2,581 2,753 2,900 2,981 3,113 3,217 

計画作成済 

(うちｾﾙﾌﾌﾟﾗﾝ）

143 
(0)

662  
(33)

2,445 
(807)

2,802 
(500)

2,981 
(994) 

3,113 
(984)

3,217 
(1,001) 

達成率（％） 5.9 25.6 88.8 96.6 100.0 100.0 100.0 

セルフプラン 
率（％） 0.0 5.0 33.0 17.8 33.3 31.6 31.1 

障 
害 

児 

受給者数 781 927 1,138 1,331 1,372 1,647 1,738 

計画作成済 

(うちｾﾙﾌﾌﾟﾗﾝ）

60 
(0)

395 
(0)

1,138 
 (260)

1,331 
(227)

1,372 
(369) 

1,647 
(593)

1,738 
(822) 

達成率（％） 7.7 42.6 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

セルフプラン 
率（％） 0.0 0.0 22.8 17.1 26.9 36.0 47.3 

 
３．事業所への支援 

 「特定相談支援事業所就業・定着促進事業」の実施（27 年度～） 
（相談支援専門員の育成及び確保に係る事業） 
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障害者入所施設の整備について 

 

１ 概要 

障害者入所施設の整備及び運営を行う社会福祉法人について、公募型プロポー

ザル方式により選定しました。 

（１）第一次審査 令和元年１２月９日（月）書類審査 

（２）第二次審査 令和元年１２月２６日（木）現地調査・プレゼンテーション 

（３）事業者決定 令和２年２月３日（月） 

 

２ 決定事業者 

（１）名    称 社会福祉法人 睦月会 

（２）設 立 平成１２年１１月 

（３）代 表 者 綿 祐二 

（４）所 在 地 東京都国立市泉三丁目３０番地の５ 

（５）事 業 実 績 法人全体で２７事業（国立市、三鷹市、西東京市、大田区）

実施。うち、障害者入所施設１施設、共同生活援助（グル

ープホーム）２か所。なお、江東区青海に令和２年３月か

ら計画相談支援・障害児相談支援、４月より放課後等デイ

サービスを開設。 

 

３ 整備予定地 

（１）所 在 地 江東区塩浜二丁目１番８６外４筆 

（２）敷 地 面 積 約３，８８３㎡ 

区有地を事業者に貸し付け、整備から運営を事業者が行います。（民設民営） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 

４ 施設概要 

（サービス概要）主たる対象は知的障害者となります。 

（１）施設入所支援４５名 

（２）生活介護６０名（うち通所枠１５名（東京都重症心身障害者通所事業実施

予定（定員５名）） 

（３）短期入所６名 

整備予定地 

塩浜福祉プラザ 
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（４）相談支援（計画相談支援、障害児相談支援、地域移行支援、地域定着支援）

（５）自立生活援助 

（６）その他 地域交流スペース 

 

５ 今後のスケジュール（予定）

 

 

 

国内示

開設準備

設計

国庫補助協議

工事

開設(4月～)

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者募集



 
 

1 
 

                           

江東区手話言語の普及及び障害者の意思疎通の促進に関する 

条例の取組について 

 

１ 条例の概要について 

 （１）条例の施行 

 令和２年３月１２日、江東区議会第１回定例会において、可決・成立。 
同日に公布され、同年４月１日より施行。 
 
（２）条例の目的 
 手話は言語であることを普及し、及び障害者の意思疎通を促進することに

ついて、障害特性に配慮した意思疎通手段の利用環境を整備することにより、

全ての区民が障害の有無にかかわらず、互いに分け隔てなく理解し合い共生

する地域社会の実現を目指すことを目的とする。 
 
２ 条例施行に伴う取組について 

 （１）コミュニケーションハンドブックの作成 
  イラストを用い、指差しでコミュニケーションを取ることのできるハンド

ブックを作成。区役所窓口、防災訓練などで配布するほか、区立小中学校へ

配布し、避難所でのコミュニケーション手段として活用する。 
 
 （２）条例の普及・啓発動画の作成 
  条例について、手話を活用した説明動画を作成し、区 HP・区役所大型モニ

ター・広告付き電子表示板等で放送。 
 
 （３）窓口用ヒアリングループの設置 
  難聴者の聞こえを支援する設備であるヒアリングループを障害者支援課窓

口（防災センター２階１４番）に設置。 
 
 （４）会議用ヒアリングループの設置 
  区主催の会議、説明会等で活用できる会議用ヒアリングループを設置。 
 
 （５）「手話を知ろう！」パンフレットの増刷 
  以前より作成している簡単な手話を紹介するパンフレットを増刷し、イベ

ント、防災訓練等で配布。 
 
 （６）筆談ボードの設置 
  障害者との円滑なコミュニケーションを図るため、区役所各課の窓口に筆

談ボードを設置。 

資料 9


